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「技術・研究開発」や「産学官連携」に取り組みたい 

主な支援拠点 

資金支援を受けたい 

工業技術総合センターを利用したい 

総合的な支援を受けたい 

技術開発人材を育てたい 

専門家等の支援・助言を受けたい 

販路を開拓したい 

大学等と共同で技術開発したい 

県内大学・公設試験場の機器を利用したい 

産業財産権を活用したい 

長野県の産業施策紹介 

関連機関一覧 

Food ラボ 

３D ラボ 

DX ラボ 

５G ラボ 

工業技術総合センターに 

先端技術に対応した支援拠点を整備しました！！ 
（詳細は 15 ページをご覧ください） 
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  １     「技術・研究開発」や「産学官連携」に取り組みたい 

 

技技術術・・研研究究開開発発支支援援窓窓口口  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産産学学官官連連携携支支援援窓窓口口  

新たな技術や製品開発を加速化するためにご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

産産学学官官ののココーーデディィネネーートト支支援援等等をを希希望望すするる方方ははおお気気軽軽ににごご連連絡絡くくだだささいい。。  

 新たな製品を開発するため、自社では不足している技術を持つ
パートナー企業探しや、共同研究開発をお手伝いします。 

 自社製品の価値を高めるために、大学等が研究している技術シ
ーズの活用を支援します。 

 技術を開発するにあたって補助制度の獲得を支援します。 

＜お問い合わせ先＞ 

（公財）長野県産業振興機構（ＮＩＣＥ） 次世代産業部 

電 話：026-217-1634 

F A X：026-226-8838 

メール：shinsangyo@nice-o.or.jp 

 
 

＜お問い合わせ先＞ 

長野県工業技術総合センター 技術連携部門 

電 話：026-268-0602 

F A X：026-291-6243 

メール：gijuren@pref.nagano.lg.jp 
 

 
 

技技術術・・研研究究開開発発にに課課題題ををおお持持ちちのの方方ははおお気気軽軽ににごご連連絡絡くくだだささいい。。  

 新材料、新技術の導入や製品開発、生産技術の向上など企業の皆さん

が抱える技術課題を一緒に考え、解決策を提案します。 

 企業の皆さんの依頼に応えセンター設備を使い、試験を行い、結果を

提供するほか、分析・評価を行います。 

 センター設備の一部を開放して、企業の皆さんが自ら行う測定や分析

をお手伝いします。 



     主な支援拠点     ２  

 

  

様々な技術課題解決と開発を支援していますので、技術相談、依頼試験、研究開発等
い。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

工技 C       技術専門校        工科短期大学校 

NICE       発明協会 

主主なな支支援援拠拠点点 

工工技技 CC 精精密密・・電電子子  

・・航航空空技技術術部部門門 

航航空空機機産産業業支支援援ササテテラライイトト  

（H29 年度～）  

支援機関・技術部門との橋渡し、  
航空機電動化への対応促進等、 

技術・開発力向上を支援 

工工技技ＣＣ精精密密・・電電子子  

・・航航空空技技術術部部門門  
次次世世代代高高速速通通信信モモジジュュ  

ーールル評評価価試試験験拠拠点点  

（R4 年度～） 

超高速大容量化が進む 

通信技術（５Ｇ、ポスト 

５Ｇ）を支える、次世代 

電子部品等の研究開発を 

支援（バーチャル支援シ 

ステムも導入） 

工工技技ＣＣ材材料料技技術術部部門門  
３３ＤＤデデジジタタルル生生産産技技術術実実

装装化化研研究究拠拠点点（R3 年度～） 

金属積層造形（金属３Ｄプ

リンター）等により、開発

期間の短縮や最適形状の

設計を支援 

松松本本技技術術専専門門校校  
・電気・設備科（２年制） 

・自動車整備科（２年制） 

・建築科（２年制） 

工工科科短短期期大大学学校校  
・機械システム学科（２年制） 

・システム制御学科（２年制） 

・情報エレクトロニクス学科 

（２年制） 

・知能情報システム学科 

（２年制） 

長長野野技技術術専専門門校校  
・機械加工科（１年制） 

・電気工事科（１年制） 

・画像処理印刷科（１年制） 

・木造建築科（１年制） 

佐佐久久技技術術専専門門校校  
・機械加工科（１年制） 

・機械 CAD 加工コース 

 （求職者向け、半年） 

岡岡谷谷技技術術専専門門校校  
・ものづくり技術科（求職者向け、１年制） 

・機械制御科（求職者向け、半年） 

・FA 装置科（求職者向け、半年） 

・プロダクトマネジメント科 

（求職者向け、半年） 

南南信信工工科科短短期期大大学学校校  
・機械システム学科（２年制） 

・電気システム学科（２年制） 

・機械科（求職者向け、半年） 

上上松松技技術術専専門門校校  
・木工科（１年制） 

・木材造形科（１年制） 

飯飯田田技技術術専専門門校校  
・自動車整備科（２年制） 

・木造建築科（１年制） 

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  
技術開発から販路開拓、起業・創業から事業承継に

いたる一貫支援（県内 5 か所に地域センター） 

工工技技ＣＣ環環境境・・情情報報技技術術部部門門  
AAII 活活用用//IIooTT デデババイイスス事事業業化化・・  

開開発発セセンンタターー（H31 年度～） 

生産性の向上や新たなサービスの 

創出等、様々な産業分野のデジタル

化を支援 

工工技技ＣＣ食食品品技技術術部部門門  
ししああわわせせ信信州州食食品品開開発発セセンンタターー  

機機能能性性食食品品等等開開発発拠拠点点（H31 年度～）  

発酵・加工技術等の強みを活かし、 

健康機能性等の付加価値とブランド 

力の向上を支援 

工技Ｃ：工業技術総合センター 

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  

松松本本セセンンタターー  

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  

長長野野セセンンタターー  

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  

上上田田セセンンタターー  

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  

諏諏訪訪セセンンタターー  

長長野野県県産産業業振振興興機機構構（（ＮＮＩＩＣＣＥＥ））  

伊伊那那セセンンタターー  

長長野野県県知知財財総総合合支支援援窓窓口口（（長長野野窓窓口口））  

長長野野県県知知財財総総合合支支援援窓窓口口（（岡岡谷谷窓窓口口））  

５G ラボ 

Food ラボ 

３D ラボ 

DX ラボ 



３     資金支援を受けたい 

資金支援を受けたい 
補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 

１ 

成長産業支援

事業 

 

 

 

 

 

（公財）長野県

産業振興機構 

次世代産業部 

026-217-

1634 

shinsangyo@ 

nice-o.or.jp 

航

空

機 

➀長野県内に事

業所を有する

中小企業等 

②県内企業と連

携して研究開

発に取り組む

長野県内に研

究拠点を有す

る国公私立大

学、高等専門学

校等 

航空機システム産業

における新たなニー

ズ等に対応していく

ため、必要な技術を特

定するとともに、その

技術の具現化・事業化

を目指して行う研究

開発 

設備備品費、消耗品

費、旅費、謝金、借損

料、委託費、役務費、

その他経費 

補助金 

１/２以内 

上限額 

200万円以内 

R5年度分：

未定 

※公募開始

時に県の

ホームペ

ージ等で

お知らせ

します。 

医

療

機

器 

長野県内に事業

所を有する中小

企業等 

医療機器等の試作開

発及び販路開拓に取

り組む事業 

※一定程度の技術的

な検証が行われて

いない事業や、すで

に製品化され販路

開拓のみを行う事

業は対象外 

人件費、設備備品費、

原材料・消耗品費、会

議費、外部指導受入

費、委託費、外注加工

費、印刷製本費、展示

会等出展費、広告宣

伝費、その他経費 

補助金 

1/2以内 

上限額 

1,000万円以内 

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン 

長野県内に事業

所を有する企業

等 

「長野県ゼロカーボ

ン戦略」の実現に向け

て、CO2排出量の削減

効果等を有する製品

開発や生産工程にお

けるCO2排出量を削

減するための技術開

発 

人件費、設備備品費、

原材料・消耗品費、会

議費、外部指導受入

費、委託費、外注加工

費、印刷製本費、展示

会等出展費、広告宣

伝費、その他経費 

補助金 

1/2以内 

上限額 

1,000万円以内 

※CO2削減効果が従

来品に比べ特に優

れた案件は補助率

2/3以内、上限額

を 2,000 万 円 へ

引き上げ 

２ 

航空機機能品・装備

品開発支援事業補助

金 

 

 

 

 

長野県産業技術課 

026-235-7196 

sangi@pref.nagan

o.lg.jp 

県内に事業所を

有する中小企業

者等 

航空機システムメー

カー、エアライン、

MRO、空港会社、航空

物資輸送会社等から

の新たなニーズに応

じて実施する航空機

の機能品・装備品、機

内作業機器、工場・空

港用機器等に関わる

試作開発 

設備備品費、消耗品

費、謝金、旅費、借損

料、委託費、役務費 

等 

補助金 

１/２以内 

上限額 

100万円以内 

R5年度分：

未定 

※公募開始

時に県の

ホームペ

ージ等で

お知らせ

します。 

３ 

コンソーシアム活用

型ITビジネス創出支

援事業 

 

 

 

 

 

（公財）長野県産業

振興機構 ITバレー

推進部 

026-217-1635 

it-valley@nice- 

o.or.jp 

長 野 県 内 に 事

業所を有するIT

中小企業 

県内IT中小企業が取

り組む産学官連携コ

ンソーシアムを活用

した共創による革新

的なITシステムの開

発・ビジネス創出 

システム開発に要す

る経費 

補助金 

１/２以内 

上限額 

500万円以内 

R5年度分：

未定 

※公募開始

時に県の

ホームペ

ージ等で

お知らせ

します。 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



資金支援を受けたい     ４  

 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 

４ 

ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促

進補助金 

 

 

 

 

 

ものづくり補助金事

務局サポートセンタ

ー 

050-8880-4053 

monohojo@paso

na.co.jp 

日本国内に本社及

び実施場所を有す

る中小企業者等 

（ただし、応募締

切日前10か月以

内に同一事業の交

付決定を受けた事

業者等を除く） 

➀【通常枠】 

革新的な製品・サー

ビス開発又は生産プ

ロセス・サービス提

供方法の改善に必要

な設備・システム投

資等 

②【回復型賃上げ・雇用

拡大枠】 
業況が厳しいながら

賃上げ・雇用拡大に取

り組む事業者が行う

➀の取組 

③【デジタル枠】 
DXに資する➀の取組 

④【グリーン枠】 

温室効果ガスの排出

削減に資する取組に

応じ、温室効果ガス

の排出削減に資する

革新的な製品・サー

ビス開発又は炭素生

産性向上を伴う生産

プロセス・サービス

提供方法の改善によ

る生産性向上に必要

な設備・システム投

資等 

⑤【グローバル市場開 

拓枠】 
海外事業の拡大・強化

等を目的とした「製

品・サービス開発」又

は「生産プロセス・サ

ービス提供方法の改

善」に必要な設備・シ

ステム投資等 

【共通】 

機械装置・システム

構築費、技術導入費、

専門家経費、運搬費、

クラウドサービス利

用費、原材料費、外注

費、知的財産権等関

連経費 

※【グローバル市場

開拓枠のみ】 

海外旅費 

※【グローバル市場

開拓枠の一部の

み】 

通訳・翻訳費、広

告宣伝・販売促進

費 

➀【通常枠】（従業員

数で上限額が決定） 

1,250万円以内、

補助金１/２以内

（中小企業）、 

２/３以内（小規

模事業者等） 

②【回復型賃上げ・雇

用拡大枠】、③【デ

ジタル枠】（従業員

数で上限額が決定） 

1,250万円以内、

補助金２/３以内 

④【グリーン枠】（申

請類型及び従業員数

で上限額が決定） 

4,000万円以内、

補助金２/３以内 

⑤【グローバル市場開

拓枠】 

3,000万円以内、

補助金１/２以内

（中小企業）、 

２/３以内（小規模

事業者等） 

※大幅な賃上げに取

り組む事業者につ

いては、従業員数に

応じて補助上限額

を上乗せする特例

有 

14次公募 

R5.1.11 

（水）～ 

4.19（水） 

17時 

※申請受付 

はR5.3. 

24（金） 

～ 

５ 

事業再構築補助金 

 

 

 

 

 

＜中小企業庁HP＞ 

 

事業再構築補助金事

務局コールセンター 

<ナビダイヤル> 

0570-012-088 

<IP電話用> 

03-4216-4080 

日 本 国 内 に 本

社 を 有 す る 中

小 企 業 者 及 び

中堅企業等 

 

【主要申請要件】 

➀売上が減少 

②認定経営革新

等支援機関や

金融機関と事

業計画を策定

し、事業再構築

に取り組む 

③補助事業終了

後に付加価値

額、従業員一人

当たり付加価

値額増加を達

成 

ウィズコロナ・ポスト

コロナの時代の経済

社会の変化に対応す

るため、中小企業等に

よる思い切った事業

再構築（新分野展開、

業態転換、事業・業種

転換又は事業再編等）

に挑戦する取組 

 

※第６回公募より 

 【グリーン成長枠】

を新設 

※第７回公募より 

【緊急対策枠】を 

新設 

建物費、機械装置・シ

ステム構築費、技術

導入費、専門家経費、

運搬費、クラウドサ

ービス利用費、外注

費、知的財産権等関

連経費、広告宣伝・販

売促進費、研修費 

【通常枠】※ 

8,000万円以内、補助

金２/３以内（中小企

業者等）、１/２以内

（中堅企業等） 

【回復・再生応援枠】、 

【最低賃金枠】※ 

1,500万円以内、補

助金３/４以内（中小

企業者等）、２/３以内

（中堅企業等） 

【大規模賃金引上枠】 

１億円以内、補助金２

/３以内（中小企業者

等）、１/２以内（中堅

企業等） 

【グリーン成長枠】 

１億円以内、補助金１

/２以内（中小企業者

等）1.5億円以内、補

助金１/３以内（中堅

企業等） 

【緊急対策枠】※ 

4,000万円以内、補

助金３/４以内（中小

企業者等）、２/３以内

（中堅企業等） 

※従業員数で上限額が

変わる枠 

第９回公募 

R5.1.16

（月）～ 

R5.3.24

（金）18時 

※ 第 10 回

公 募 は

R5.3 下

旬頃を予

定 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



５     資金支援を受けたい 

 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 

６ 

サーキュラーフード 

ビジネス促進事業 

 

 

 

 

長野県日本酒・ワイ

ン振興室 

026-235-7126 

shokuhin@pref.na

gano.lg.jp 

長野県内に事業

所を有する食品

製造事業者 

食品原料の輸入依存

から県産農林水産物

等利用への転換や多

様なニーズに対応し

た商品開発に係る試

作検討、試食検討会の

開催、市場調査、研修

会の開催等 

謝金、旅費、原材料・

消耗品費、文献購入

費、分析等の委託費、

設備備品費、人件費、

その他経費 

補助金 

1/2以内 

上限額 

50万円以内 

R5年度分：

未定 

※公募開始

時に県の

ホームペ

ージ等で

お知らせ

します。 

７ 

ものづくり等高度連

携・事業再構築促進

事業 

 

 

 

※事務局決定後、公

募情報等をHPで

公表 

中小企業庁経営支援

部技術・経営革新課 

03-3501-1816 

bzl-monohojo@ 

meti.go.jp 

日本国内に本社及

び補助事業の実施

場所を有する中小

企業者等 

複数の中小企業等が

連携し、連携体全体と

して新たな付加価値

の創造や生産性の向

上を図るプロジェク

トや、新分野、業態転

換、革新的な製品・サ

ービス開発、生産プロ

セス等の改善に取り

組むプロジェクト 

＜R4年度参考＞ 

機械装置・システム

構築費、技術導入費、

専門家経費、運搬費、

クラウドサービス利

用費、原材料費、外注

費、知的財産権等関

連経費、研修費 

※一部経費に上限金

額の制限有 

＜R4年度参考＞ 

2,500万円以内/者、 

補助金１/２以内（中

小企業者等）、２/３

以内（小規模事業者

等） 

※１連携体につき１

億円が上限 

※従業員数で上限額

が決定 

R5年度分：

未定 

※中小企業

庁のホー

ムページ

をご確認

く だ さ

い。 

８ 

成長型中小企業等研

究開発支援事業 

＜Go-Tech事業＞ 

（旧：サポイン事

業、旧：サビサポ事

業） 

 

 

 

 

関東経済産業局 

産業部製造産業課 

048-600-0307 

中小企業者等を中

心とした研究等実

施機関と、事業管

理機関（承認・認定

TLO、第三セクタ

ー等）が２者以上

で構成する共同体 

「中小企業の特定も

のづくり基盤技術及

びサービスの高度化

等に関する指針」に基

づき、特定ものづくり

基盤技術（情報処理、

精密加工、立体造形

等）及びIoT、AI等を活

用した高度なサービ

スに関する研究開発

等 

➀通常枠 

②出資獲得枠 

【直接経費】 

物品費（設備備品費、

消耗品費）、人件費・

謝金、旅費、その他

（外注費、印刷製本

費、運搬費、その他諸

経費）、委託費 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

補助金 

２/３以内（2年度ま

たは３年度） 

※大学・公設試等は

定額 

①通常枠 

2年度の合計で 

7,500万円以下、 

3年度の合計で 

9,750万円以下 

②出資獲得枠 

２年度の合計で２

億円以下、3年度

の合計で３億円以

下 

R5年度分： 

R5.2.22 

（水）～ 

4.20（木） 

17時 

９ 

NEDO 先導研究プ

ログラム/未踏チャ

レンジ 

 

 

 

 

NEDO新領域・ﾑｰﾝ

ｼｮｯﾄ部ﾌﾛﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ 

mitou@nedo.go.jp 

企業及び大学等

で構成する産学

連携体制、又は、

大学等のみの体

制 

事業開始後30年先を

見据えた温室効果ガ

スである二酸化炭素

の排出削減を実現す

る技術と、その技術に

おいて解決すべき課

題を明確にし、その課

題解決に資する革新

的な技術シーズにつ

いての先導研究 

【直接経費】 

機械装置等費、労務

費、その他経費（消耗

品費、旅費、外注費

等） 

【間接経費】 

直接経費の20％以

内 

【再委託費・共同実施

費】 

※企業から大学への

再委託、大学との共

同実施は対象外 

委託費（最大５年） 

2,000万円程度以内/

年 

R5年度分： 

R5.2.1

（水）～ 

4.3（月） 

正午 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



資金支援を受けたい     ６  

 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 

10 

新エネルギー等のシ

ーズ発掘・事業化に

向けた技術研究開発

事業 

 

 

 

 

NEDOｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推

進部プラットフォームグループ 

venture-pfg@ 

nedo.go.jp 

主たる技術開発

のための拠点を

国内で確保でき

る中小企業等 

太陽光発電、風力発

電、水力発電、地熱発

電、バイオマス利用、

太陽熱利用、その他未

利用エネルギー分野

及び再生可能エネル

ギーの普及、エネルギ

ー源の多様化に資す

る新規技術（燃料電

池、蓄電池、エネルギ

ーマネジメントシス

テム等）の研究開発 

＜R4年度参考＞ 

機械装置等費、労務

費、その他経費（外注

費、消耗品費等）、共

同研究費 

＜R4年度参考＞ 

【社会課題解決枠】 

ﾌｪｰｽﾞA：FS 

助成8/10以内 

1千万円以内/件 

（１年以内） 

ﾌｪｰｽﾞB：基盤研究 

助成8/10以内 

5千万円以内/件 

（２年以内） 

【新市場開拓枠】 

ﾌｪｰｽﾞα：FS 

助成2/3以内 

1千万円以内/件 

（１年以内） 

ﾌｪｰｽﾞβ：基盤研究 

助成2/3以内 

5千万円以内/件 

（２年以内） 

ﾌｪｰｽﾞC:実用化研究開発 

助成2/3以内 

1.5億円以内/件 

（２年以内） 

※上記金額はNEDO

負担額 

※FS：フィージビリ

ティ・スタディ 

R5年度分：

未定 

※ R4 年 度

は4月中

旬～5月

中旬 

11 

研究開発助成金 

 

 

 

 

（公財）三菱UFJ技

術育成財団 

03-5730-0338 

info@mutech.or.jp 

設立後もしくは

創業後または新

規事業進出後5

年以内の中小企

業または個人事

業者 

現在の技術から見て

新規性があり、産業経

済の健全な発展と国

民生活の向上に資す

ると認められる新技

術・新製品等の開発で

あって、原則として2

年以内に事業化の可

能性があるもの 

＜R４年度参考＞ 

研究開発のために必

要な調査研究費、設

計費、設備費、試験

費、試作費等 

＜R４年度参考＞ 

助成金 

１/２以内 

上限 

300万円以内 

R5年度分：

未定 

※ R4 年 度

は第1回: 

４～５月 

第２回: 

９ ～ 10

月 

12 

新技術開発助成 

 

 

 

 

（公財）市村清新技

術財団 

03-3775-2021 

zaidan-mado@ 

sgks.or.jp 

資本金3億円以

下または従業員

３00名以下で自

ら技術開発する

会社（上場企業で

ないこと、及びそ

の子会社、関係会

社でないこと） 

「独創的な新技術の

実用化」をねらいとし

ており、基本原理の確

認が終了（研究段階終

了）した後の実用化を

目的にした開発試作 

※地球環境保全、特に

地球温暖化防止を

ねらいとした環境

分野あり 

部品・材料費、消耗

品費、外部委託費、

レンタル費用 

助成金 

4/5以内 

上限 

2,400万円以内 

R5年度分：

第１次 

R5.4.1 

（土）～ 

4.20（木） 

※第２次は

R5.10.1 

（日）～ 

10.20 

（金） 

13 

環境技術実証事業 

 

 

 

 

環境省環境研究技術

室 

03-5521-8239 

etv@env.go.jp 

技術実証を希望

する環境技術の

開発者等 

実用化された先進的

環境技術について、そ

の環境保全効果等を

第三者機関が客観的

に実証する事業 

実証技術領域や実証機関によって条件が 

異なりますので、環境省ホームページを 

ご確認ください。 

https://www.env.go.jp/policy/etv/ 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



７     資金支援を受けたい 

 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 

14 

研究成果最適

展開支援プロ

グラム 
＜A-STEP＞ 

 

 

 

ＪＳＴ 

A-STEP相談窓

口 

【可能性検証】 

※ JST ホ ー ム

ページをご確

認ください。 

【産学共同】 

産学連携展開部

研究支援グルー

プ 

a-step@jst.go. 

jp 

【実装支援（返済

型）】 

産学共同開発部 

jitsuyoka@jst.

go.jp 

可
能
性
検
証 

技術移転に加え、スタートアップ等の創出も視野に入れた実用化の可能性を検証するため、令和4年度

第2次補正予算「大学発スタートアップ創出の抜本的強化」の一環として募集予定。 

※詳細はJSTホームページをご確認ください。 

産

学

共

同 

育

成

型 

大学等の研

究者 

大学等の基礎研究成果

を、企業との共同研究に

繋げるまで磨き上げ、共

同研究体制の構築を目

指す 

【直接経費】 

物品費、旅費、人件

費・謝金、その他 

 

【間接経費】 

直接経費の30％以

内 

委託費（最長３年度） 

上限1,500万円/年 

初年度は上限750

万円 

R5年度分： 

【育成型】 

R5.2.21 

（火）～ 

5.11（木） 

正午 

【本格型】 

R5.2.21

（火） 

～4.20 

（木）正午 

【実装支援 

（返済型）】 

※４月より

公募開始

（通年公

募）予定 

本

格

型 

企業と大学

等の研究者 

大学等の基礎研究成果

を、企業と大学等の産学

共同研究により可能性

検証・実用性検証し、中

核技術の構築を目指す 

委託費（最長５年度） 

上限5,000万円/年 

初年度は上限 

2,500万円 

実
装
支
援
（
返
済
型
） 

ベンチャー企業

等 

大学等の研究成果（技術

シーズ）の社会実装を目

指し、ベンチャー企業等

が行う実用化開発 

＜R4年度参考＞ 

【直接経費】 

物品費、旅費、人件

費・謝金、その他 

【間接経費】 

直接経費の30％以

内 

【再委託費】 

＜R4年度参考＞ 

委託費（最長３年度） 

上限5億円（総額） 

15 

医工連携イノベーシ

ョン推進事業（開発・

事業化事業） 

 

 

 

 

 

（国研）日本医療研

究開発機構

（AMED） 

医療機器研究開発課 

03-6870-2213 

ikou_nw@amed.g

o.jp 

ものづくり技術

を有する中小企

業、製造販売企

業、医療機関を含

む共同体 

（A）～（G）いずれか

に該当する医療機器の

開発 

（ A）ソフトウェアを

用いた診断・治療の

実現（特にSaMD） 

（ B）遠隔・在宅診断・

治療への対応 

（C）身体機能の補助

強化 

（ D）次世代の担い手

を育む成育サイクル

への対応 

（ E）循環器･糖尿病な

どの生活習慣病への

対応 

（ F）従来にはない革

新的な治療や低侵襲

治療の実現 

（ G）従来にはない革

新的な診断や高度

化・簡素化された画

像・光学診断の実現 

【直接経費】 

物品費、旅費、人件

費・謝金、その他（研

究成果発表費用、会

議費、運搬費、機器リ

ース費用、機器修理

費用、印刷費、外注

費、ライセンス料等） 

 

【間接経費】 

直接経費の30％ 

補助金２/３以内（３

年度以内） 

 

➀クラスⅠ・Ⅱ 

年間40,000千円

以内 

②クラスⅢ・Ⅳ 

年間60,000千円

以内 

 

※ただし、２年目以

降、治験実施計画

の届出に基づき治

験を実施する年度

は①、②共に年間

115,000千円以

内 

R5年度分：

R4.12.26

（月）～ 

R5.1.26

（木）正午 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 

16 

食品産業の輸出向け

HACCP等対応施設

整備緊急対策事業 

 

 

 

 

農林水産省輸出・国

際局輸出支援課 

03-6744-7184 

食 品 製 造 事 業

者、食品流通事

業者、中間加工

事業者等 

農林水産物・食品の輸

出拡大を図るため、輸

出向けHACCP等の認

定・認証取得による輸

出先国の規制等への

対応に必要となる施

設や機器の整備 

➀輸入条件への対応、

輸出向け HACCP

等の認定・認証取得

に向けた対応に必

要な施設の整備（新

築・増築（掛かり増

し分）、改築等）及び

機器の整備に係る

経費 

②➀と一体的に行い

その効果を高める

ために必要となる

認定・認証に向けた

コンサルティング

等に係る経費 

交付率 

1/2以内 

 

【R4年度補正予算】 

上限５億円 

下限250万円 

 

【R5年度当初予算】 

上限３億円 

下限500万円 

R5年度分： 

R5.3.13 

（月）～ 

4.13（木） 
※申請書類

の提出先

は都道府

県になり

ます。本県

の提出期

限は3.31 

（金） 

（R5年度分

は募集終了） 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



資金支援を受けたい     8 
 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 
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NEDO 先導研究プ

ログラム/新技術先

導研究プログラム 

 

 

 

 

NEDO新領域・ﾑｰﾝ

ｼｮｯﾄ部ﾌﾛﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ 

enekan@nedo.go.j

p 

企業及び大学等

からなる産学連

携体制等 

革新性及び独創性が

あり、将来的な波及効

果が期待できる研究

開発テーマについて

企業、大学、公的研究

機関等からなる産学

連携の体制で実施す

る先導研究 

①エネルギー・環境新

技術先導研究プロ

グラム 

②新産業・革新技術創

出に向けた先導研

究プログラム 

【直接経費】 

機械装置等費、労務

費、その他経費（消耗

品費、旅費、外注費、

諸経費） 

 

【間接経費】 

直接経費の20％以

内 

 

【再委託費・共同実施

費】 

委託費（最大３年） 

最大２億円以内/件 

※②は大学・公的研

究機関等のみによ

る提案の場合は、

原則１年以内、2

千万円以内 

R5年度分： 

R4.12.27 

（火）～ 

R5.２.15 

（水）正午 

（R5年度

分は募集終

了） 
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医療機器等における

先進的研究開発・開

発体制強靭化事業

（先進的医療機器・

システム等開発プロ

ジェクト） 

 

 

 

 

（国研）日本医療研

究開発機構

（AMED） 

医療機器研究開発課 

03-6870-2213 

A-kiki@amed.go.jp 

民間企業・国・地

方公共団体・大学

等の研究機関等

（代表機関は、原

則民間企業） 

健康寿命の延伸、医療

従事者の負担軽減、医

療費削減等の社会的

な問題を解決するた

めに行う、以下の３つ

の分野に関する先進

的医療機器・システム

等の開発プロジェク

ト 

➀検査・診断の一層の

早期化、簡易化、低

侵襲化 

⓶アウトカム最大化

を図る診断・治療の

一体化 

⓷身体機能の補完・

QOL向上 

【直接経費】 

物品費、旅費、人件

費・謝金、その他（研

究成果発表費用、会

議費、運搬費、機器リ

ース費用、機器修理

費用、印刷費、外注

費、ライセンス料等） 

 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

【補助金】（最長５年） 

２/３以内 

（直接経費） 

最大115,000千円/

年程度 

（間接経費） 

直接経費の30%以

内 

※金額は実施者負担

分含む 

 

【委託費】（最長５年） 

（直接経費） 

最大115,000千円/

年程度 

（間接経費） 

直接経費の30%以

内 

R5年度分：

R4.12.23

（金）～R5.

１.25（水）

正午 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 
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脱炭素社会実現に向

けた省エネルギー技

術の研究開発・社会

実装促進プログラム 

 

 

 

 

 

NEDO省ｴﾈﾙｷﾞｰ部 

shouene@nedo.g

o.jp 

日本国内に研究

開発拠点を有し

ている企業、大学

等の法人 

※重点課題推進

スキームの場

合、複数の企業

が対象 

エネルギー（燃料、熱、

電気）の国内消費量を

削減する技術開発 

削減量は2040年度

時点で 10 万ｋ L/ 年

（原油換算値） 

機械装置等費、労務

費、その他経費（消耗

品費、旅費、外注費、

諸経費）、委託費・共

同研究費※ 

※助成金の額の 

50％未満 

【個別課題推進スキーム】 

助成金３/４、２/３、

１/２、１/３以内 

FS調査：１千万円 

以内/年（１年以内） 

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ研究開発 

：２千万円以内/年

（２年以内） 

実用化開発：３億円

以内/年（５年以内） 

実証開発：５億円以

内/年（３年以内） 

【重点課題推進ｽｷｰﾑ】 

フェーズⅠ： 

助成金２/３以内 

10億円以内/年 

（５年以内） 

フェーズⅡ： 

助成金１/２以内 

10億円以内/年 

（５年以内） 

※金額は技術開発費

上限額（実施者負

担分含む） 

※FS：フィジビリ

ティ・スタディ 

R5年度分： 

R5.２.2

（木） 

～３.13 

（月）正午 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



9     資金支援を受けたい 

 

補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 
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地域共創・セクター

横断型カーボンニュ

ートラル技術開発・

実証事業 

 

 

 

 

＜環境省HP＞ 

 

（一社）国際環境研

究協会 

koubo-ontai@ 

airies.or.jp 

民間企業等 

「地域循環共生圏」の

構築と早期の脱炭素

社会の実現に向け、将

来的な気候変動対策

の 強 化 に つ な が る

CO2排出削減効果の

高い技術の開発・実証 

➀地域共創・セクター

横断型テーマ枠 

「気候変動×建築・

農山漁村・地域交

通」 

②ボトムアップ型分野 

別技術開発・実証枠 

【委託事業として応
募の場合】 
直接費（人件費）、業
務費（諸謝金、旅費
等）、共同実施費、間
接費 
 

【補助事業として応
募の場合】 
工事費（測量、試験費

等含む）、設備費、業

務費、事務費 

※事務費は業務費の

金額ごとに異なる 

【委託費】 

３千万円～５億円程

度（３年以内） 

 

【補助金】 

１/２以内 

1.5千万円～2.5億

円程度（３年以内） 

 

R5年度分： 

R5.1.12

（木）～ 

２.13（月） 

17時 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 
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環境研究総合推進費 

 

 

 

 

（独）環境再生保全

機構 

044-520-9509 

erca-suishinhi@ 

erca.go.jp 

民間企業、地方公

共団体、大学、高

等専門学校、国立

研究開発法人等 

「環境研究・環境技術

開発の推進戦略」で示

された５つの研究領

域（統合領域、気候変

動領域、資源循環領

域、自然共生領域、安

全確保領域）に対応す

る重点課題の研究・技

術開発 

【直接経費】 

物品費（設備備品費、

消耗品費）、人件費・

謝金、旅費（国内外）、

その他（外注費等） 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

【共同実施費】 

※補助金は対象外 

【委託費】 

１～５年以内 

上限 

300万円～３億円

以内/年 

 

【補助金】 

３年以内 

1/2以内 

上限 

2億円以内/年 

※区分により期間・

金額が異なる 

R5年度分： 

R4.9.16

（金）～ 

10.21（金） 

13時 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 
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オープンイノベーシ

ョン研究・実用化推

進事業 

 

 

 

 

 

 

（国研）農業・食品産

業技術総合研究機構

生物系特定産業技術

研究支援センター 

事業推進部イノベー

ション創出課 

inobe-web@ 

ml.affrc.go.jp 

民間企業、国立研

究開発法人、大

学、地方公共団体

等 

農林水産業・食品産業

の発展や当該産業に

係る新たなビジネス

の創出につながる基

礎段階及び実用化段

階の研究 

➀基礎研究ステージ

革新的な研究シー

ズを創出する基礎

研究 

②開発研究ステージ

生産現場の技術的

な課題等を解決す

るための実用化段

階の研究開発 

【直接経費】 

物品費（設備備品費、

消耗品費）、人件費・

謝金、旅費、その他

（外注費等） 

 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

 

【一般管理費】 

研究管理運営機関の

直接経費の15％以

内 

➀基礎研究ステージ 

・チャレンジタイプ

1,000万円以内/

年、１年以内 

・基礎重要政策タイ 

 プ 

1,000万円以内/

年、１年以内 

・研究シーズ創出タ

イプ 

3,000万円以内/

年、3年以内 

 

②開発研究ステージ 

・開発重要政策タイ 

プ 

3,000万円以内/ 

年、５年以内 

・実用化タイプ 

3,000万円以内/ 

年、５年以内 

・現場課題解決タイ 

  プ 

3,000万円以内/ 

年、５年以内 

R5年度分： 

R5.2.3 

（金）～3.7 

（火）正午 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  
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補助金・委託制度 （15以降はＲ５年度分が終了しています。来年度以降の参考にしてください。） 
 施策名/HP/問合せ先 支援対象者 支援対象事業 対象経費 補助率等 募集期間 
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農林水産研究の推進 

（委託プロジェクト

研究） 

 

 

 

 

 

 

農林水産省農林水産

技術会議事務局研究

企画課企画班 

03-3501-4609 

農林漁業者、民間

企業、研究機関

（国立研究開発

法人、公設試、民

間企業、大学等）

等で構成する研

究コンソーシア

ム 

➀みどりの品種開発研

究 

みどりの食料システ

ム戦略の実現に資す

る品種開発の加速化

に必要なスマート育

種基盤を充実・強化

することにより、産

学官の育種を支援し

新規参入を拡大する

ための研究開発（１

課題） 

【直接経費】 

人件費、謝金、旅費、

試験研究費 

 

【一般管理費】 

原則試験研究費の

30%以内 

 

【消費税等相当額】 

業務経費の10%以

内 

委託費（5年間） 

令和5年度の限度額 

200,000千円 

R5年度分： 

R5.1.12

（ 木 ） ～

2.28（火） 

17時 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 

②現場ニーズ対応型研

究 

農林漁業者等のニー

ズを踏まえた明確な

研究目標の下、実装

までを視野に入れた

研究開発（４課題） 

委託費（３年間） 

令和5年度の限度額

20,000～90,000

千円 

※公募課題の内容で

限度額が異なる 

研究機関（国立研

究開発法人、公設

試、民間企業、大

学等）単独又は研

究コンソーシア

ム 

③革新的環境研究 

 林業採算性と炭素吸

収量等を予測するツ

ール、東南アジアの温

室効果ガス削減に向

けた水田及び家畜排

せつ物の管理手法の

研究開発（３課題） 

委託費（５年間） 

令和5年度の限度額

7,500～44,000千

円 

※公募課題の内容で

限度額が異なる 

④アグリバイオ研究 

人工種苗の活用が重

要である中、人工種

苗の普及により顕在

化する魚類病原細菌

の薬剤耐性獲得を抑

制する効果的な抗菌

剤使用法の開発等の

バイオ技術を活用し

た研究開発（１課題） 

委託費（５年間） 

令和5年度の限度額

40,000千円 
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戦略的情報通信研究

開発推進事業 

＜SCOPE＞ 

 

 

 

 

※R5公募プログラ

ム：電波有効利用

促進型研究開発 

信越総合通信局無線

通信部電波利用企画

課 

026-234-9940 

shinetsu-kikaku@ 

soumu.go.jp 

総務省総合通信基盤

局電波部電波政策課 

03-5253-5876 

wireless-rd@ 

ml.soumu.go.jp 

大学、高等専門学

校、民間企業、国

立研究開発法人、

地方公共団体等

の研究機関 

周波数を効率的に利

用する技術、周波数の

共同利用を促進する

技術又は高い周波数

への移行を促進する

技術としておおむね

５年以内に開発すべ

き技術に関する無線

設備の技術基準策定

に向けた研究開発 

【直接経費】 

物品費（設備備品費、

消耗品費）、人件費・

謝金、旅費、その他

（外注費、印刷製本

費、会議費、通信運搬

費、光熱水料、その他

諸経費等） 

 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

委託費 

ﾌｪｰｽﾞⅠ 

【直接経費】 

500万円以内/年 

（１か年度以内） 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

 

ﾌｪｰｽﾞⅡ 

【直接経費】 

3,000万円以内/年 

（２か年度以内） 

【間接経費】 

直接経費の30%以

内 

R5年度分： 

R5.1.6 

（金）～ 

2.6（月） 

17時 

（ R5 年 度

分は募集終

了） 

＊この表は令和5年3月17日時点の情報に基づき概要として作成したものです。内容変更等の可能性がありますので、詳細については問合せ先へご確認ください。  



11     資金支援を受けたい 

融資制度 
制度名 主務官庁 融資対象者 金融機関 受付機関 

中小企業融

資制度 

 

信州創生推

進資金 

（事業展開

向け） 

長野県 

中小企業者等であって、次のいずれかに該当するもの 

（１）中小企業等経営強化法に基づき承認を受けた経営革新計画に従

って、経営革新のための事業を行おうとする方 

（２）中小企業等経営強化法に基づき認定を受けた経営力向上計画に

従って、経営力向上のための事業を行おうとする方 

（３）新しい技術・製品・サービス等の研究開発、事業展開を行い先

導的な役割を果たすと見込まれる方 

（４）事業転換又は新分野への進出により、経営の多角化を図ろうと

する方 

（５）AI・IoT・ロボットに関連した研究開発・事業展開を行おうとす

る方又はAI・IoT・ロボットを用いた設備を導入し生産性向上を

図ろうとする方 

 

※上記（１）に該当する場合、一定の要件を満たす方に貸付から３年

の間に生じる利子について補給を行います（詳細についてはお問い

合わせください） 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

商工中金 

県信連 

保証協会と

契約のある

農協 

【申込み】 

金融機関また

は商工会議所 

・商工会等

（支援機関） 

【制度に関す

る問合せ】 

地域振興局商

工観光課

（31ページ

参照） 

 

融資条件 
資金使途 

受付 

時期 利率 限度額 融資期間 

年1.1％ 

１億5,000万円 
10年以内、土地・建物等15年以内 

（うち据置１年以内） 
設備資金 

常時 

３,000万円 ７年以内（うち据置１年以内） 運転資金 

制度名 主務官庁 融資対象者 金融機関 受付機関 

中小企業融

資制度 

 

信州創生推

進資金 

（地域活性

化向け） 

長野県 

中小企業者等であって、次のいずれかに該当するもの 

（１） 商店街の空き店舗に出店しようとする方又は出店後1年以内の

方 

（２） 県産品を製造し、地場産業の活性化を図ろうとする方 

（３） 観光施設・宿泊施設等の整備により、地域の活性化を図ろうと

する方 

（４） 障害者や高齢者等に配慮した施設整備を行おうとする方 

「からだに優しい食品」（機能性表示食品など）を製造する方 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

商工中金 

県信連 

保証協会と

契約のある

農協 

【申込み】 

金融機関また

は商工会議所 

・商工会等

（支援機関） 

【制度に関す

る問合せ】 

地域振興局商

工観光課

（31ページ

参照） 

 

融資条件 
資金使途 

受付 

時期 利率 限度額 融資期間 

年1.7％ 

（２）のう

ち伝統的工

芸品を製造

する場合又

は（５）の

場合は年1.

４％ 

１億5,000万円 
10年以内、土地・建物等15年以内 

（うち据置１年以内） 
設備資金 

常時 

３,000万円 ７年以内（うち据置１年以内） 運転資金 
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制度名 主務官庁 融資対象者 金融機関 受付機関 

中小企業融

資制度 

信州創生推

進資金 

（ゼロカー

ボン・次世

代 産 業 向

け） 

長野県 

中小企業者等であって、次のいずれかに該当するもの 

（１）現在の事業から下記ア～ウいずれかの分野への新規参入・事業転換計

画を有し、１年以内に新規事業の開始が可能である方又は新規事業開

始後５年未満の方（下記ウのうち、航空宇宙産業及び次世代自動車関

連産業に係る製品を製造する方は５年未満に限らず対象） 

ア 環境・エネルギー関連分野 

イ 健康・医療関連分野 

ウ 次世代交通関連分野 

（２）節電・省エネルギー対策のための設備の設置、改造又は修理を行おうと

する方 

（３）現在の事業から下記ア～エいずれかの分野への新規参入・事業転換計

画を有し、１年以内に新規事業の開始が可能である方又は新規事業開

始後５年未満の方（下記アの方は５年未満に限らず対象）で試作開発

から資金回収開始まで相応の期間を要する方 

ア 航空宇宙産業の製品製造 

イ 医薬品の製造 

ウ 高度管理医療機器・管理医療機器の製造 

エ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度による売電事業 

（太陽光除く） 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

商工中金 

県信連 

保証協会

と契約の

ある農協 

【申込み】 

金融機関ま

たは商工会

議所・商工

会等（支援

機関） 

【制度に関

する問合せ】 

地域振興局

商工観光課

（31ペー

ジ参照） 

 

融資条件 
資金使途 

受付 

時期 利率 限度額 融資期間 

年1.4％ 

ゼロカー

ボンに該

当する場

合は

1.1％ 

１億円 

（３）の場合は 

１億5,000万円 

10年以内、土地・建物等15年以内 

（うち据置２年以内） 

（３）の場合は15年以内、土地・建物等18年以内

（うち据置５年以内） 

設備資金 

常時 

3,000万円 

（３）の場合は 

5,000万円 

７年以内（うち据置１年以内） 

（３）の場合は１２年以内（うち据置５年以内） 
運転資金 

制度名 主務官庁 融資対象者 金融機関 受付機関 

新事業活動

促進資金 

- 

中小企業者であって、次のいずれかに該当するもの 

（１）中小企業等経営強化法に基づき、都道府県知事等より経営革新計画の

承認（変更承認を含む）を受けた方 

（２）中小企業等経営強化法に基づく中小企業等の経営強化に関する基本方

針に定める新たな取り組みを行い、２年間で４％以上の付加価値額の

伸び率が見込まれる方 

（３）中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律

に基づく農商工等連携事業計画の認定（変更認定を含む）を受けた方 

（４）農林水産業支援サービス業を営む方であって、中小企業者と農林漁業

者との連携による事業活動の促進に関する法律に定める農商工等連携

事業を行い、３年間で２％以上の付加価値額の伸び率が見込まれる方 

（５）中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律

に定める農商工等連携事業を行っていない方であって、環境と調和の

とれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に

関する法律第２条第５項第３号又は第４号の事業を行う方のうち、同

法に定める基盤確立事業実施計画の認定（変更認定を含む）を受けた

方 

（６）中小企業等経営強化法に基づき、経営力向上計画の認定（変更認定を

含む）を受けた方 

（７）中小企業地域資源活用促進法に基づく地域産業資源活用事業計画の認

定（変更認定を含む）を受けた方 

（８）（１）～（７）に該当しない方で新たに第二創業（経営多角化、事業

転換）を図る方または第二創業後概ね５年以内の方 

日本政策 

金融公庫 

（中小企 

業事業） 

日本政策 

金融公庫 

松本支店 

0263-

33-0300 

融資条件 
資金使途 

受付 

時期 利率 限度額 融資期間 

お問い合

わせくだ

さい 

7億2,000 万円 

うち運転資金は 

2億5,000 万円 

20年以内（うち据置期間２年以内） 設備資金 
常時 

7年以内（うち据置期間２年以内） 運転資金 

＊制度内容が変わる可能性がありますので、受付機関へご確認ください。  
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長野県工業技術総合センター（工技センター）の支援 

技術相談 企業の技術課題に対し、来所・電話・オンライン（Web）・現場訪問等による相談助言を行っています。 

（無料）  https://www.gitc.pref.nagano.lg.jp/cms/gijutsusodan.html 

依頼試験 企業からの依頼により測定、分析、評価等の試験を行い、必要に応じ成績書を発行しています。 

（有料）  https://www.gitc.pref.nagano.lg.jp/cms/iraishiken.html 

施設利用 工技センターの測定・分析機器等の一部を利用できます。 

（有料）  https://www.gitc.pref.nagano.lg.jp/cms/hoyusetsubi.html 

共同研究制度 

制度名 内  容 研究期間 受付機関 費用負担 

共 同 研 究 

地域産業の技術課題を解決するた

め、工技センターが企業等と共同で

研究し、成果を原則公表します。 

契約に基づく期間 

工技センターの 

各部門 

（次ページ参照） 

企業等と工技センターが

それぞれ研究費を負担 

課題解決共同研究制度（受託研究制度） 
制度名 内  容 研究期間 受付機関 費用負担 

課 題 解 決 

共 同 研 究 

企業の技術課題を解決するための研

究を、工技センターが受託します。 

契約に基づく期間 

（年度内） 

工技センターの 

各部門 

（次ページ参照） 

委託企業が研究費を負担 

公募型共同研究制度 

制度名 内  容 研究期間 受付機関 費用負担 

産学官連携技術 

開 発 推 進 事 業 

（公募型共同研究） 

企業等から技術・研究開発課題を公

募し、工技センターが選定した研究

テーマについて、企業等と共同で研

究し、成果を原則公表します。 

契約に基づく期間 

（年度内） 

工技センター 

技術連携部門 

（次ページ参照） 

企業等と工技センターが

それぞれ研究費を負担 

研究員派遣制度 

制度名 内  容 研究期間 受付機関 費用負担 

研 究 員 派 遣 

技 術 開 発 支 援 

企業からの要請に基づき、研究職員

を長期に企業の現場に派遣し、共同

で研究開発を行い、製品化や評価技

術の確立を支援します。 

５人・日以上 

50人・日未満 

工技センターの 

各部門 

（次ページ参照） 

1人/日につき11,000円

（研究員の派遣に要する

旅費・滞在費については、

長野県が負担） 

デザサポながの（地域資源製品開発支援センター） 

制度名 内  容 対象者 受付機関 費用負担 

新 製 品 開 発 

推 進 事 業 

中小企業等が、地域資源を活用した

製品開発を行う際、専門家及び工技

センター職員によるプロジェクトチ

ームを組み、新製品の開発を支援し

ます。 

中小企業者及び任意

グループ（中小企業者

数が１/２以上を占め

るグループ） 

工技センター 

環境・情報技術部

門 

地域資源製品開発

支援センター担当 

☎0263-25- 

0982 

１日あたり40,000円の

２/３（旅費は長野県が

負担） 

新製品開発塾開催

事 業 

地域資源を活用した新たな商品開発

を目指す研究会（塾）等の開催を支援

します。 

県内企業数が１/２以

上を占めるグループ

等 

１回（5時間）あたり

32,000円の２/３（旅費

は長野県が負担） 
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各部門の紹介 【【総総合合窓窓口口】】技術連携部門：☎026-268-0602 gijuren@pref.nagano.lg.jp 

材料技術部門（長野市）    ☎026-226-2812 kogyoshiken@pref.nagano.lg.jp 

部 内  容 部 内  容 

材 料 化 学 部 
☎026-226- 

2005 

○工業材料の分析・評価 
○無機材料の製造・利用技術 
○プラスチックの製造・利用技術 
○腐食防食技術 

設 計 支 援 部 
☎026-226- 

2106 

○構造解析・樹脂流動解析・熱流体解析等の
CAE活用機械設計 

○最適設計・感性設計等の設計支援 
○形状計測評価技術 
○摩擦攪拌応用技術 

金 属 材 料 部 
☎026-226- 

2012 

○材料物性評価（定性分析、結晶構造解析） 
○金属材料技術（熱処理、表面改質、金属接合、

素形材） 
○金属複合材料技術 
○粉末プロセス技術 

製 品 科 学 部 
☎026-226- 

2107 

○動的性能評価（熱特性評価、振動・音響特性
評価） 

○人間科学（健康医療、感性計測、生体計測、
生体動作解析） 

○耐環境性評価（振動・衝撃試験、温度・湿度
特性、規格適合性） 

精密・電子・航空技術部門（岡谷市）   ☎0266-23-4000 seimitsushiken＠pref.nagano.lg.jp 

部 内  容 部 内  容 

測  定  部 
☎0266-23- 

4051  

○精密寸法測定 
○光学評価 
○品質工学 
○非破壊評価 
○振動、衝撃試験および評価 

化  学  部 
☎0266-23- 

4053  

○表面処理 
○高度化学分析 
○物性評価 
○耐環境性評価（塩水噴霧） 

加  工  部 
☎0266-23- 

4052 

○精密加工・微細加工 
○材料強度・物性・組織等評価 
○薄膜形成・解析・評価 

電  子  部 
☎0266-23- 

4054  
航空機産業支援 
サ テ ラ イ ト 
☎0265-22- 

5002 

○ＥＭＣ技術（電磁波ノイズ対策設計） 
○精密電気計測（電気標準供給） 
○電子設計・評価（高周波測定、磁気特性評価） 
○耐環境性評価（温湿度、HALT） 
○航空機システムに係わる技術支援 

環境・情報技術部門（松本市）       ☎0263-25-0790 kankyojoho@pref.nagano.lg.jp 

部 内  容 部等 内  容 

情    報 
シ ス テ ム 部 
☎0263-25- 

0778 

○ＡＩ-ＩｏＴ活用 
○ネットワーク構築 
○自動制御応用 

人 間 生 活 
科 学 部 
☎0263-25- 

0981 

○人間生活工学（人間工学、感性工学、動作計
測、デザイン支援・試作等） 

○耐環境性評価（耐候性） 
○地域資源を活用した製品開発支援 

環 境 技 術 部 
☎0263-25- 

0997 

○低エネルギー化支援技術 
○低環境負荷製造技術 
○環境負荷評価技術 

地域資源製品開
発支援ｾﾝﾀｰ事業 
☎0263-25- 

0982 

○商品開発相談窓口 
○商品企画・新商品創出支援 
○商品化のための研修会支援 
○情報発信支援（記者発表等） 

食品技術部門（長野市）     ☎026-227-3131 shokuhinshiken@pref.nagano.lg.jp 

部 内   容 部 内   容 

食 品 バ イ オ 部 
☎026-227- 

3132  

○発酵食品（清酒、ワイン、焼酎、クラフトビ
ール、みそ、醤油、甘酒等）の製造、開発、
品質管理技術、試作加工、官能評価 

○バイオテクノロジー（麹菌・酵母等の微生物
育種、遺伝子工学等）の利用 

○食品の栄養・機能性、おいしさ、安全性評価 

加 工 食 品 部 
☎026-227- 

3134  

○加工食品（果物・野菜等の缶・びん詰、清涼
飲料水、漬物、総菜、豆腐、凍豆腐、そば、麺
類、菓子、パン、乾燥食品、食肉製品、乳製
品、アイスクリーム等）の製造、開発、品質
管理技術、試作加工 

○資源有効利用技術 
○食品の栄養・機能性、おいしさ、安全性評価 

長野県創業支援センターの紹介             
概要 研究開発室 問い合わせ先 

長野県創業支援センター 
   （長野市） 工業技術総合センターに併

設され、製造業及びソフト
ウェア業等に係る創業者
に、研究開発室の提供や、
技術・経営・販路開拓ほか
必要なサポートを行ない、
事業化を支援しています。 

鉄骨造（2階建） 
4室（70㎡）、2室（60
㎡）、4室（50㎡） 

☎026-268-1456 
naganosogyoshien@pref.nagano.lg.jp 

 岡谷センター 
（岡谷市） 

鉄骨造（2階建） 
10室（60㎡）、1室（42
㎡） 

☎0266-24-3111  
okayasogyoshien@pref.nagano.lg.jp 

 松本センター 
（松本市） 

鉄骨造（管理棟2階） 
5室（32.4㎡） 

☎0263-26-3378 
matsumotosogyoshien@pref.nagano.lg.jp 

 

※研究開発室に空きが生じる都度、新たな利用者を募集します。 
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各部門のラボ（技術・研究開発支援拠点）紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 航空機システム産業支援拠点(飯田
市)において装備品や電動化等の航空
機関連技術を 
支援します。 

発酵・加工食品や健康長寿など長野県の強みを活

かした新しい高付加価値食品づくりとブランド力向

上を支援する開発支援拠点(長野市)です。 
 食品の研究開発・商品開発における産学官連携拠

点として、試作加工と試食評価機能を充実させ、機

能性食品などの｢からだ 

に優しい食品｣の創出に 

向けてニーズ探索、研 

究開発から販路開拓ま 

で一貫支援します。 

3D デジタル生産技術を使った設計、試作、評価の

サイクルを一貫して支援する開発支援拠点(長野市)で

す。 

3D デジタル生産技術共同研究棟に、設計、試作及

び各種評価装置を整備し、医療機器をはじめとした県

内製造業の製品開発力向上をお手伝いします。 

また、産業支援機関との連携によりビジネスモデル

の検討から事業化まで総合的に支援を行います。 

5G/ポスト 5G に対応した次世代電子部品・電子

モジュｰルに係る総合的な開発支援拠点(岡谷市)です

。次世代電子機器を創出するための地域共同開発環

境を整備し、電子材料評価、配線技術、モジュｰル性

能評価など要素技術でハードウエア産業を支援しま

す。 

本拠点の試験機器のリモート利用を実現する「バ

ーチャル公設試システム」を導入しています。 

生産現場における AI や IoT の利活用、低エネル

ギー化等の支援をする開発支援拠点(松本市)です。 
 研究会活動を通じた生産現場への AI・IoT 技術

の普及・啓発、県内企業との実証研究プロジェク

トによる生産活動の DX 化の推進、工場の省エネ

化支援等により、県内企業の競争力向上をお手伝

いします。 
県内企業が有する優れたセンサ技術等を利活用

し、民間の専門人材により新たな事業化を支援し

ます。 

ＤＸ、ＧＸ、ＬＸによる 

新しい価値の創出を推進する 

ため、産学官連携を通じ、セン 

ターの総合力を発揮します。 

 

金属積層造形装置 

 

３Ｄラボ 
３３ＤＤデデジジタタルル生生産産技技術術実実装装化化研研究究拠拠点点  

材材料料技技術術部部門門  

５Ｇラボ 
次次世世代代高高速速通通信信 評評価価試試験験拠拠点点  

精精密密・・電電子子・・航航空空技技術術部部門門  

ＤＸラボ 
  

環環境境・・情情報報技技術術部部門門  

    ラボ 
ししああわわせせ信信州州食食品品開開発発セセンンタターー  

機機能能性性食食品品等等開開発発拠拠点点  
食食品品技技術術部部門門  

技技術術連連携携支支援援  
技技術術連連携携部部門門  

商品化支援  
台風被災からの 
復興支援味噌 

フルーツ 
ピクルス 

サラシア 
なめ茸 

ｏ ｄ  Ｆ 

航空機産業支援サテライト  

ＸＸＩＩハハブブ  

ｏ 
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新規導入設備（R4年度） 

名   称 蛍光Ｘ線分析装置 

 

この設備は、
公益財団法人
ＪＫＡの補助
金を受けて導
入しました。 

https://www.jka-cycle.jp/ 

メ ー カ 名  スペクトリス(株) 

型   式 Zetium 

機能・用途  

工業製品、液体・粉体・固体の原材料について、非破壊で元素分析を

行えます。主成分～微量成分の定性分析が迅速に行え、元素濃度の概略

値が算出できます。また、標準物質を用いて装置を校正することにより、

定量分析も可能です。 

JIS 規格成分確認、微量不純物の評価、環境規制物質対応（RoHS 指

令、REACH 規制）、めっき液中微量添加元素の評価等、様々な目的で

利用できます。 

仕   様  

○ほう素(B)～ウラン(U)を高感度分析 

○下面照射で液体・粉体・固体を高精度分析  

○WDX＋EDX 両検出器搭載による迅速分析 

○EDX マッピング機能（スポットサイズ：500μm） 

利 用 形 態  依頼試験、施設利用、共同研究、受託研究 

担 当 部  精密・電子・航空技術部門 化学部 

 

名   称 乳酸菌培養装置 

 メ ー カ 名  (株)サンキ精機 

型   式 ACD-25 

機能・用途  
発酵食品の製造に利用する乳酸菌を増殖・培養する装置です。 

食塩を含む食品に利用する乳酸菌の培養が可能です。 

仕   様  

〇培養槽容量：25L  

〇培地接触面材質：SUS316L（培地接触面以外の材質：SUS304） 

〇培養液の pH 自動制御可能 

利 用 形 態  依頼試験、施設利用、共同研究、受託研究 

担 当 部  食品技術部門 食品バイオ部 

  

名   称 食品香気成分分析装置（ヘッドスペースガスクロマトグラフ） 

 

この設備は、内閣府地方

創生推進交付金により導

入しました。 

メ ー カ 名  (株)島津製作所 

型   式 Nexis GC-2030 

機能・用途  

食品（みそ、酒類等）の固体・液体試料から生じる揮発性成分（アル

コール類・エステル類等の香気成分）の定量分析を行うための装置です。

短時間・多検体のルーチン分析が可能です。 

仕   様  

〇分析方式：ヘッドスペース分析 

〇水素炎イオン化検出器（FID）搭載 

〇多検体の自動連続分析（最大 90 検体） 

利 用 形 態  依頼試験、施設利用、共同研究、受託研究 

担 当 部  食品技術部門 食品バイオ部 

  

  



総合的な支援を受けたい１７

公益財団法人長野県産業振興機構（NICE）の支援
県内中小企業が取り組む事業の企画・開発から事業化、 マーケティングまで一貫して支援しています。



総合的な支援を受けたい １８



総合的な支援を受けたい１９



総合的な支援を受けたい ２０



21       技術開発人材を育てたい 

社内の技能者・技術者のスキルアップを図りたい 

技術講座・スキルアップ講座  

★詳しくはホームページをご覧ください。 

https://www.pref.nagano.lg.jp/jinzai/sangyo/kaihatsu/ikusei/koza.html 

在職者の皆様を対象に、技能・技術等の向上ための実習を中心とした講習会を、以下の施設で実

施します。 

 

 

県内で実施する講座や支援情報を探したい 

社会人学びの総合ポータルサイト 
キャリアアップステーションＮＡＧＡＮＯ 
 

県内の人材育成に関する情報を一元化し、 

仕事や就職に必要な知識や技能を習得する講座 

から就職等に関する支援情報をワンストップ 

で入手できるポータルサイトです。 

 

★主な掲載内容 

 主に県内で実施する以下の情報 

・仕事や就職に必要な知識、技能、資格等を習得する講座や研修情報 

・就職、人材確保や女性活躍等に関する支援情報 

・人材育成に関連したインタビュー記事、コラム記事及び動画 

・国や県が実施する人材育成に関連する事業 

・関係機関などへのリンク      など（順次更新予定） 

 

★詳しくはホームページをご覧ください。 

  https://www.cus-nagano.jp 
  

工科短期大学校 

（上田市） 

0268-39-1111 

南信工科短期大学校 

（上伊那郡南箕輪村） 

0265-71-5051 

長野技術専門校 

（長野市） 

026-292-2341 

松本技術専門校 

（松本市） 

0263-58-3158 

工業技術総合センター 

 

材料技術部門 

（長野市） 

026-226-2812 

 

食品技術部門 

（長野市） 

026-227-3131 

 

岡谷技術専門校 

（岡谷市） 

0266-22-2165 

飯田技術専門校 

（飯田市） 

0265-22-1067 

佐久技術専門校 

（佐久市） 

0267-62-0549 

上松技術専門校 

（木曽郡上松町） 

0264-52-3330 



専門家等の支援・助言を受けたい、販路を開拓したい     22 

専門家等の支援・助言を受けたい 

専門家等派遣事業 

制度名 対 象 派遺期間 受付機関 費用 

地域資源製品開発支援センター 

新製品開発推進事業 

地域資源を活用して新商

品を開発しようとする中

小企業等 

原則として６日 

工業技術総合センター環境・情報

技術部門地域資源製品開発支援セ

ンター担当 

☎0263-25-0982 

有 料 

専門家による

診断・助言事業 

一般向け 中小企業等 

６時間/日 以内 

（２時間単位、 

上限24時間） 

（公財）長野県産業振興機構 

    経営支援部 

☎026-227-5028 

有 料 

 DX枠 
DXに取り組む中小企業

等 

創業者向け 
創業予定者、創業間もない

中小企業等 

無 料 

（条件有） 

事業引継ぎ支援事業 
事業引継ぎで悩んでいる

中小企業等 
数日指定 

（公財）長野県産業振興機構内 

長野県事業承継・引継ぎ支援 

センター 

☎026-219-3825 

無 料 

（※） 
長野県後継者人材バンク 創業を考えている方等 

専門家の派遣事業 

（エキスパートバンク制度） 
小規模事業者等 

1事業者当たり1

セット（10回）と

する。但し、運用上

原則3回まで無料 

長野県商工会連合会 

☎026-228-2131 
無 料 

工業技術総合センターの職員 

による現場技術相談 

※なお、有料ですが、研究員派遣

制度もあります。（詳細は13ペ

ージを参照） 

中小企業等 原則として1日 

工業技術総合センター 
技術連携部門☎026-268-0602 

材料技術部門☎026-226-2812 

精密・電子・航空技術部門 

☎0266-23-4000 

環境・情報技術部門 

☎0263-25-0790 

食品技術部門☎026-227-3131 

無 料 

知財総合支援窓口事業 

（弁理士等の知財専門家派遣） 
中小企業等 １回原則２時間 

（一社）長野県発明協会 

☎026-228-5559 
無 料 

（※）個別にアドバイザーと契約して事業承継の手続を進める場合は、有料となります。 

 

販路を開拓したい 

長野県産品 BtoBマッチングサイト 

「しあわせ商談サイト NAGANO」 

「食品・工芸品を生産する長野県の売り手」と 

「全国のレストラン・バイヤー等の買い手」との 

マッチングを支援する BtoB マッチングサイトです。 

 

 

 

 

 

 

  

https://nagano-shodan.com/top


23     大学等と共同で技術開発したい、県内大学・公設試験場の機器を利用したい 

 

県内大学等の産学官連携窓口 

国立大学法人信州大学学術研究・産学官連携推進機構〔サイロ〕 
（https://www.shinshu-u.ac.jp/institution/suirlo/） 

平成28年４月１日付けで学術研究推進機構と産学官・社会連携推進機構とを発展的に改組し、学術研究・

産学官連携推進機構（Shinshu University-Innovative Reserch&Liaison Organization）（サイロ）を設

置しました。 
地域 組織名 住  所 問い合わせ先 

長野 

学術研究・産学官連携推進機構 

長野（工学）ステーション 
長野市若里4-17-1 工学部内 

☎026-269-5620 

長野市ものづくり支援センター 

（UFO-Nagano） 
☎026-226-0180 

学術研究・産学官連携推進機構 

長野（教育）ステーション 
長野市西長野６の口 教育学部内 ☎026-238-4024 

上田 

学術研究・産学官連携推進機構 

上田ステーション 
上田市常田3-15-1 繊維学部内 

☎0268-21-5307 

AREC（上田市産学官連携支援施設） ☎0268-21-4377 

松本 
学術研究・産学官連携推進機構 

本部・松本ステーション 

（研究推進部産学官地域連携課） 

松本市旭3-1-1 

信州地域技術メディカル展開センター内 
☎0263-37-3527 

伊那 
学術研究・産学官連携推進機構 

伊那ステーション 
上伊那郡南箕輪村8304 農学部内 ☎0265-77-1648 

諏訪東京理科大学（https://www.sus.ac.jp/localarea/tlo/） 

組織名：諏訪東京理科大学産学連携センター [住所：茅野市豊平5000-1 ☎0266-73-1345]  

長野工業高等専門学校（https://www.nagano-nct.ac.jp/nrtc71/） 

組織名：長野高専地域共同テクノセンター [住所：長野市徳間716 ☎026-295-7117]  

大学等の技術移転機関（https://www.shinshu-tlo.co.jp/） 
組織名：株式会社信州TLO  [住所：上田市常田3-15-1 信州大学繊維学部内 ☎0268-25-5181]  

信州大学や長野工業高等専門学校の研究成果を産業界に技術移転するための組織（承認TLO）です。 

技術移転業務、共同研究・委託研究の仲介、特許の取得・権利化支援、大学・高専等の技術シーズの 

発掘･評価等を行っています。 

長野県立大学（https:// www.u-nagano.ac.jp/cooperation/csi/） 

組織名：ソーシャル・イノベーション創出センター [住所：長野市西後町614-1 ☎026-262-1725] 

県内大学・公設試験場の機器を利用したい 

信州地域の国公私立大学等の学術研究機関などが保有する研究開発用機器の共同利用化を促進す

るため、信州共用機器ネットワーク「SHINE（シャイン）」を設立しました。 

長野県内の研究用共同利用機器が横断的に検索・予約できます。 

研究設備の検索・予約につきましては、下記のサイトからご確認ください。 

https://www.shinshu-u.ac.jp/project/corefacility/  



産業財産権を活用したい     24  

 

ＩＮＰＩＴ（インピット）長野県知財総合支援窓口 

（一般社団法人長野県発明協会内）をご活用ください！ 

INPIT 知財総合支援窓口は、特許庁と連携しながら企業における知的財産活用を支援する公的機関です。中小企

業等の皆様に、自社のアイデア、技術、ブランドなど「知的財産」の側面から解決を図ります。 

★知的財産アドバイザーが相談内容に応じて無料アドバイス 

  事業戦略、知財戦略等の策定助言や、それらの戦略に合った知財活動の方向性を無料でご提案します。 

★各分野の専門家が訪問や窓口で無料アドバイス 

  より専門的な内容の相談は、弁理士・弁護士・ブランドアドバイザーといった専門家が無料でアドバイスします。 

★様々な支援機関と連携 

  知財総合支援窓口ではカバーできない部分は、様々な支援機関と連携して支援します。 

 

 

 

 

 

 

★このようなご相談に対応します 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【知財全般に関するお問い合わせ】 
（一社）長野県発明協会（http://www.n-hatsumei.jp/）  

所在地（長野窓口）：〒380-0928 長野市若里1-18-1長野県工業技術総合センター3階 
ＴＥＬ（長野窓口）：026-228-5559、ＦＡＸ：026-228-2958 
E-mail：hatsumei@n-hatsumei.jp 
所在地（岡谷窓口）：〒394-0084 岡谷市長地片間町1-3-1  〃  精密・電子・航空技術部門１階 
ＴＥＬ・FAX（岡谷窓口）：0266-23-4170 
 

【外国出願補助制度に関するお問い合わせ】  
（公財）長野県産業振興機構（https://www.nice-o.or.jp） 

所在地：〒380-0928 長野市若里1-18-1長野県工業技術総合センター3階 
ＴＥＬ：026-227-5028、ＦＡＸ：026-227-6086、 E-mail：keieishien@nice-o.or.jp 
 

（独）日本貿易振興機構（https://www.jetro.go.jp/） 
所在地：〒107-6006 東京都港区赤坂1丁目12-32アーク森ビル 
ＴＥＬ：03-3582-5642、ＦＡＸ：03-3585-7289 
E-mail：SHUTSUGANDESK@jetro.go.jp 

 

（１） 新たに開発した製品について 

・特許権を取りたいので、出願手続の助言をお願いしたい 

・他社の特許権に侵害していないかを確認したい。 

（２） 新商品の名前や会社ブランドを保護するために、商標出願をしたい 

（３） 特許出願またはノウハウとして秘匿するか、アドバイスいただきたい 

（４） 特許調査や商標調査の検索方法についてアドバイスいただきたい 

（５） 特許関係の費用を抑える方法（減免・助成金制度）を詳しく知りたい 

（６） 他社から送られてきた警告書への対応についてサポートいただきたい 

（７） 取引先との秘密保持契約について、問題点の指摘や助言を求めたい 

（８） 営業秘密情報の保護のために、社内情報管理規程を整備したい 

 



25     長野県の産業施策紹介 

 

 

県内産業の稼ぐ力の向上に向けて、目指すべき姿を示し、具体的な施策を展開することにより、その姿を実現する

ことを目的として、「長野県産業振興プラン」を策定しました。（計画期間2023～2027年度） 

【目指すべき姿】 

グローカルな視点で社会の変化に柔軟に対応しながら産業イノベーションの創出に取り組む企業の集積 

【基本方針】 

Ⅰグローバル競争が激化する中、新しい価値を生み出し発展していけるよう、産学官金の共創による企業の競争力

強化や人材育成・確保、新産業創出、海外展開等を通じ、世界で稼げる・世界で通用する産業の創出・振興を図

る。また、これまで特に注力してきた産業分野（健康・医療、環境・エネルギー、次世代交通、食品、IT）につ

いては、今後も本県の強みを生かした発展が期待できることから、継続して支援を行っていく。 

Ⅱ“DX”“GX”“LX”といった社会や価値観の変化を「稼ぐ力」の向上に向けた原動力と捉え、重点支援を通じて、

地球の資源活用や課題解決と組み合わせた事業展開を図るとともに、企業がこれらの変化に柔軟に対応できるよ

う支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プランに基づく支援施策・プロジェクト】 

 

 

重点施策 プロジェクト 

世界で稼げる・世界で通用する産業の創出・振興に向けて県内

企業における産業イノベーション創出活動を促進 

 
１ 新たな価値の創出と産業のDXの推進 

  クロスイノベーションによる新たな価値の創出など 

２ デジタル人材・高度人材の育成・確保 

  各産業・業務とデジタル技術を結び付ける人材の育成・活

用など 

３ 本社機能や研究開発拠点等の誘致とスタートアップ育成 

  日本一創業しやすい県を目指したスタートアップ・エコシ
ステムの機能強化など 

４ 海外展開と見据えた持続可能な経営への展開 

  海外市場を見据えた販路開拓を支援など 

長野県の特徴を生かしつつ、世界的に市場の拡大が予想される

DX、GX、LX分野の技術・製品の創出を重点支援 

 

１ 様々な産業分野×デジタルによる新産業創出PJ 

２ 循環型社会構築に向けた新産業創出PJ 

３ 電動モビリティ関連産業創出PJ 

４ 信州型サーキュラーフード・フードテックPJ 

５ 県民の健康と快適な環境での生活を維持する新製品・サー

ビスの創出PJ 

６ 健康機能や地域資源等を活用した新商品開発支援PJ 

７ 地場産品を通じたプレミアムな価値提供PJ 

事業 
展開 

事業 
展開 波及 

効果 
世界で稼げる・ 

世界で通用する産業 他の産業 他の産業 

波及 
効果 

DX：デジタルトランスフォーメーション 

GX：グリーントランスフォーメーション 

LX：ライフ・サービス・トランスフォーメーション 

イノベーションによる価値の創出 【【目目標標値値】】  

労働生産性 2020 年比  +11.2％（2025 年度） 

変化を取り入れ 
新たな事業展開 

変化に対応し着実に事業継続 

お問い合わせ先 産業政策課 企画担当 TEL：026-235-7205 FAX：026-235-7496 

                   E-mail:san-kikaku@pref.nagano.lg.jp 

長野県産業振興プラン  （2023.4 策定） 



長野県の産業施策紹介

長野県では、国内外の航空機市場が拡大するこの好機を捉え、「アジアの航空機シス

テム拠点」の形成を目指し、本県の航空機産業の振興に取り組んでいます。

【目指す姿】（ 年度）

目標① 航空機システムに係る人材育成から研究開発、実証試験までの一貫体制の構築

目標② 航空機産業に取り組む県内企業 社集積（県内調達比率の向上）

【目指す姿の実現に向けた取組】
１「航空機システムに係る総合的な試験研究開発支援機能」の構築

２ 企業の経営・技術品質保証力の強化

３ 航空機システム分野を中心とした企業誘致や他産業からの参入促進

４ 国内外の販路開拓

５ 国際戦略特区をハブとした県内企業とのネットワーク形成

現状の航空機産業を取り巻く環境が、新型コロナウイルス感染症の影響等により、「長

野県航空機産業振興ビジョン」を策定した時点から大きく変化していることを踏まえ、

年 月に決定

【ビジョン等に基づく支援施策】

◆ 航空宇宙産業クラスター形成事業
・（公財）長野県産業振興機構にコーディネータを配置、講習会への参加費等の補助、展示会出

展支援

・工業技術総合センターと諏訪圏ものづくり推進機構が連携して、県内企業によるエアラインや

等へ技術提案を支援

・航空機電動化の潮流に向けた、産学連携による航空機システム・部品の開発・実証を支援

・航空機システムや新たなニーズに対応するための開発を補助金により支援

・中小企業と川下企業が協働してサプライチェーン構築を目指す研究会活動を支援

長野県航空機産業振興ビジョン （2016.５策定）

エス・バード
航空機システム産業振興拠点

（飯田市）

長長野野県県ににおおけけるる航航空空機機産産業業振振興興のの当当面面のの対対応応方方針針

お問い合わせ先 産業技術課 技術振興係 ： ：

① 航空機関連企業の技術力・品質保証力の

維持・向上支援

② ニューノーマル対応技術・製品の開発支援

③ エス・バード（飯田工業技術試験研究所）の

認証試験機関化

① 航空機システム産業振興拠点、拠点マネー

ジャーの設置

② 信大の研究開発成果の事業化、システム関

連部品の国産化支援

③ 県内企業のソフトパワー（設計・開発力等）の

強化支援

④ 国際的な会議（環境評価試験シンポジウム）

の開催

⑤ その他航空機関連産業への参入支援

需要低迷期の取組 需要回復期に向けた取組

【写真】機内におけるニューノーマルの

アイデア（例）

飛沫を防止するクリアタイプの間仕切り

出展：㈱ジャムコ

航空機システム関連の企業や研究開発の機能が集積する 

「アジアの航空機システム拠点」づくり 
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航空機システム産業振興拠点（エス・バード）の環境試験機 
  

（公財）南信州・飯田産業センター 飯田工業技術試験研究所では、航空機産業に不可欠な環境試

験機を整備しています。 

 

✈✈ 着氷試験装置（平成29年３月導入） 

試試 験験 概概 要要  
地上から上空までの気圧、気温、湿度を再現し、この環境下で
の航空機の装備品等の安全性・信頼性を評価 

試試 験験 室室 内内 寸寸  W1,500mm × H1,500mm × D4,000mm 
圧圧 力力 範範 囲囲  101.3kPa（大気圧）～10.7kPa（高度52,000ft相当） 
温温 度度 範範 囲囲  大気圧：-70℃～100℃ 10.7kPa～大気圧：-60℃～100℃ 
湿湿 度度 範範 囲囲  大気圧：20％～95％ 10,000ft：20％～85％ 5℃～15℃：95％ 
製製 造造 者者  エスペック㈱（大阪府） 

✈✈ 防爆性試験評価装置（平成30年３月導入） 

試試 験験 概概 要要  
航空機システムが、可燃性ガス雰囲気の中で動作させた際に漏
電や火花などが生じ爆発しないかどうか試験し、装備品等の安
全性・信頼性を評価 

試試 験験 室室 内内 寸寸  
φ1,500㎜ × L2,000㎜ 
（メインチャンバ、サブチャンバは第二種圧力容器構造規格） 

圧圧 力力 範範 囲囲  大気圧～100,000ft（101.3kPa～4kPa） 
温温 度度 範範 囲囲  10℃～260℃ 
製製 造造 者者  ㈱羽生田鉄工所（長野市） 

✈✈ 燃焼・耐火性試験装置（平成31年３月導入） 

試試 験験 概概 要要  
航空機部品及び材料の燃えやすさ、炎の伝わり方、発生するガ
スなどを評価 

導導 入入 機機 種種  

・燃焼性試験チャンバー ・放熱率試験チャンバー 
・放射パネルチャンバー ・煙密度試験チャンバー 
・ガス分析装置     ・垂直炎伝達性試験チャンバー 
・オイルバーナー試験装置 

製製 造造 者者  マーリンエンジニアリング社（米国） 

✈✈ 高速温度変化試験装置（令和２年３月導入） 

試試 験験 概概 要要  
地上から上空、極地などにおける急激な温度変化を再現し、そ
の環境下での航空機の装備品等の安全性・信頼性を評価 

試試 験験 室室 内内 寸寸  W1,500mm × H1,200mm × D1,000mm 

温温 度度 範範 囲囲  -70℃～180℃ 

温温度度変変化化速速度度  -57℃～86℃ 10℃/分（リニア） 
製製 造造 者者  エスペック㈱（大阪府） 

✈✈ 高周波振動試験装置（令和３年３月導入） 
                                               

 

 

 

 

関連機関 

 
  

試試 験験 概概 要要  
航空機装備品に温度と振動を繰り返す環境ストレスを加えるこ
とにより正常に動作することを確認し、安全性・信頼性を評価 

ﾃﾃ ｰー ﾌﾌ ﾞ゙ ﾙﾙ ｻｻ ｲｲ ｽｽ ﾞ゙  最大800mm × 800mm（5Hz～2,000Hz） 

加加 振振 力力  35kN以上（サイン波）ただし3,000Hzまで定格加振が可能 

使使 用用 温温 度度 域域  -55℃～150℃（恒温槽取付時） 
製製 造造 者者  エミック㈱（東京都） 

お問い合わせ先 （公財）南信州・飯田産業センター 飯田工業技術試験研究所 

      〒395-0001 長野県飯田市座光寺３３４９－１（エス・バード内） 

ＴＥＬ：0265-52-1630  ＦＡＸ：0265-21-3134 

       E-mail：tec＠isilip.com  ＵＲＬ：https://www.isilip.com/ 

ｴｽ･ﾊﾞｰﾄﾞ ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ https://www.isilip.com/wp/wp-content/uploads/2020/03/エス・バード_パンフレット.pdf 
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長野県では、県内企業の持つ技術の強みを活かし､医療機器産業への参入と集積を促

進していくための成長戦略として、「長野県医療機器産業振興ビジョン」を策定し、

各種支援施策を展開しています。 

【目指す姿】 

 

 

 

【目指す姿の実現に向けた取組（全体像）】※各フェーズの推進期間は、概ね５年程度 

 

 

 

 

 

 

 

 
【ビジョンに基づく支援施策】 
◆ 信州医療機器事業化開発センター 
（公財）長野県産業振興機構に、信州大学との連携のもと、「信州医療機器事業化開発センター」を 

設置し、県内企業の医療機器産業への参入促進と事業拡大を総合的に支援 

 《 支援メニュー 》 

① コーディネータによる伴走的支援 

 …専門のコーディネータを配置し、県内企業による医療機器開発に対し伴走的に支援 

② アドバイザーによる相談支援 

 …医療機器に係る専門的知識をもつアドバイザーを登録して派遣し、県内企業の課題解決を支援 

③ プロデュースによる事業化促進 

…専門のコンサルタントによる県内企業の事業戦略策定支援を通じて、事業化の成功モデルを創出 

④ 海外メーカーへの技術PR 

…世界最大級の医療機器展示会「COMPAMED」等での技術PRを通じ、機器・部材供給等を促進 

⑤ 試作開発に対する補助金 

…県内企業による医療機器開発に必要な経費を補助（上限1,000万円、補助率1/2以内） 

⑥ 人材育成プログラムの運営 

…開発人材の育成に向けた医学的知識や法規制等を学ぶプログラムを運営 

 

 

 

 
 

  

長野県医療機器産業振興ビジョン  （2019.3 策定） 

お問い合わせ先  公益財団法人長野県産業振興機構 次世代産業部 

TEL：026-217-1634 FAX：026-226-8838 

        E-mail：med@nice-o.or.jp URL：https://www.tech-smdc.org/ 
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「Society5.0」時代にふさわしいIT人材・IT産業の集積地になることを目指して、長

野県産業イノベーション推進協議会にて「信州ITバレー構想」が策定されました。 

【目指す姿】 

 

 

 

【目指す姿の実現に向けた取組】 

  IT人材・企業の集積に向けて、 

１ IT企業の開発力向上やビジネス創出支援の強化 

   ２ 全ての産業のDX推進によるIT企業活躍の場づくり 

   ３ 県内でグローバルに活躍するIT人材の育成・誘致・定着 

 により、エコシステム形成を促進します。 

【構想に基づく主な支援施策】 
◆ 産学官連携による推進体制の運営 
産学官連携によるコレクティブ・インパクト（協働効果）を創出する推進体制として 

「信州ITバレー推進協議会」（Nagano Information Technology Council：NIT）を設置・運営 

します。 

＜構 成＞ 産業界、産業支援機関、大学等教育機関、市町村、国、県 など 

＜役 割＞ 構成員相互の協議の場づくり 

プロジェクト創成・進捗管理等 

構成員協働によるアジャイル型の事業展開の促進 など 

◆ コンソーシアム活用型ITビジネス創出支援事業 
  県内IT中小企業が取り組む産学官連携コンソーシアムを活用した共創による革新的なITシステ

ム開発を支援します。 

○コンソーシアム拠点支援 

     新たなITビジネス（開発型IT企業）を創出するため、地域課題や各産業のDX推進に取り組

むコンソーシアム拠点を支援 

○IT企業へのシステム開発支援 

     コンソーシアムを組むことで県内企業等にノウハウが蓄積し、地域に知見が波及する事

業に係るシステム開発に要する経費を補助 

 

 

 

 
 

 

  

１ 快適な住環境と暮らしやすさ、首都圏・中京圏・北陸地域との結節点に位置する長野県の地理

的メリットを活かして、Society5.0時代のデジタル社会を担うIT人材・IT企業を集積させる 

２ 産学官が連携しITビジネスの創出を促すエコシステムを構築し、長野県の産業の中核を担うも

のづくり産業等すべての産業のデジタルトランスフォーメーション推進や高度化を加速する 

 

信州 IT バレー構想  （2019.9 策定） 

お問い合わせ先  産業立地・IT 振興課 IT バレー推進係 

TEL：026-235-7198  FAX：026-235-7496  E-mail：ritti-it@pref.nagano.lg.jp 

        信州 IT バレー推進協議会 事務局 

（（公財）長野県産業振興機構 新産業創出支援本部 IT バレー推進部内） 

TEL：026-217-1635  FAX：026-226-8838  URL：https://nagano-it.jp/ 
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長野県では、消費者・社会ニーズに合った「NAGANOの食」の創出・提供を推進するた

め、食品製造業者の取組指針として、「長野県食品製造業振興ビジョン2.0」を策定

し、各種支援施策を展開する。 

【目指す姿】 

 

 

 

【目指す姿の実現に向けた取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ビジョンに基づく支援施策】 

◆開発力の強化 
  産学官連携・ネットワーク型の「食」と「健康」ラボによる一貫支援を実施し、「NAGANOの食」

の開発を図るとともに技術系人材の育成を支援する。また、フードテックを活用し地域の課題解決

に向けた支援を行う。 

＜支援策＞ 

◯信州フードスペシャリスト育成プログラム・・・研究開発人材の育成支援 

  ◯新食品開発ス ペ シ ャ ル ア ド バ イ ザ ーによる開発支援・・・企業の新食品開発を支援 

  ◯研究会による新商品開発プロジェクト・・・産学官で新商品開発を支援 

  ◯フードテックに係るセミナーの開催及びコーディネータによる相談支援 

・・・企業のフードテックへの取組を支援 

◆ブランド力の向上 
  「発酵・長寿」ポータルサイトを活用し、国内外において県産食品のブランド力向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

長野県食品製造業振興ビジョン 2.0（2023.3 策定） 

お問い合わせ先  日本酒・ワイン振興室（食品産業振興担当） 

TEL：026-235-7126 FAX：026-235-7197 

        E-mail：shokuhin@pref.nagano.lg.jp URL：https://www.hakkochoju-nagano.jp 

グローカルな視点で社会的ニーズに対応した長寿県「NAGANOの食」の

創出・提供により国内外の食市場をリードする食品製造業の実現 

  

  

① フードテックを活用した健康志向、社会持続性、安全・安心などの消費者、社

会ニーズに沿った商品開発力の強化 

② 地域資源と優れた技術による本質的価値を活用したブランド力の向上 

③ グローカルな視点による世界市場及び国内需要への展開を加速するマーケテ

ィング力の強化 

④ 関連産業・機関との連携による新たな価値の創出力の向上 
 

目指す姿の実現に向けた４つの重点プログラム 

「発酵・長寿」ポータルサイトでは、県産食品の魅力を紹介しております。 

 ＜コンテンツ＞ ✓ 県産食品の歴史や健康効果等 

         ✓ 旅行コース「発酵巡りツアー」 

 ✓ 県産食品を活用したレシピ   など 
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長野県産業労働部 
www.pref.nagano.lg.jp/ 

koho/kensei/soshiki/ 

soshiki/kencho/index. 

html#k8 

 

〒380-8570 長野市大字南長野字幅下692-2               代表 ☎（026）232-0111 

企画担当    直通 ☎（026）235-7205 

技術振興係    直通 ☎（026）235-7196   日本酒・ワイン振興室 直通 ☎（026）235-7126 

中小企業支援係 直通 ☎（026）235-7195   創業・承継支援係   直通 ☎（026）235-7194 

金融支援係   直通 ☎（026）235-7200 

立地振興係   直通 ☎（026）235-7193  ITバレー推進係        直通 ☎（026）235-7198 

能力開発係   直通 ☎（026）235-7199   人材育成支援係    直通 ☎（026）235-7202 

販売流通促進担当 直通 ☎（026）235-7248  メディア・ブランド発信担当 直通 ☎（026）235-7249 

地域振興局         佐久地域振興局 

www.pref.nagano.lg.jp/  上田地域振興局 

koho/kensei/soshiki/    諏訪地域振興局 

soshiki/genchi.html      上伊那地域振興局 

           南信州地域振興局 

           木曽地域振興局 

           松本地域振興局 

           北アルプス地域振興局 

長野地域振興局 

           北信地域振興局 

〒385-8533 佐久市跡部65-1 ☎（0267）63-3158 

〒386-8555 上田市材木町1-2-6 ☎（0268）25-7141 

〒392-8601 諏訪市上川1-1644-10 ☎（0266）57-2922 

〒396-8666 伊那市荒井3497 ☎（0265）76-6829 

〒395-0034 飯田市追手町2-678 ☎（0265）53-0432 

〒397-8550 木曽郡木曽町福島2757-1 ☎（0264）25-2228 

〒390-0852 松本市大字島立1020 ☎（0263）40-1933 

〒398-8602 大町市大町1058-2                ☎（0261）23-6523 

〒380-0836 長野市大字南長野南県町686-1 ☎（026）234-9528 

〒383-8515 中野市大字壁田955 ☎（0269）23-0219 

長野県工業技術総合  技術連携部門 
センター      材料技術部門 
www.gitc.pref.    精密・電子・航空技術部門 

nagano.lg.jp/cms/   航空機産業支援サテライト 

           環境・情報技術部門 

                  食品技術部門 

〒380-0928 長野市若里1-18-1 ☎（026）268-0602 

〒380-0928 長野市若里1-18-1 ☎（026）226-2812 

〒394-0084 岡谷市長地片間町1-3-1 ☎（0266）23-4000 

〒395-0001 飯田市座光寺3349-1 ☎（0265）22-5002 

〒399-0006 松本市野溝西1-7-7 ☎（0263）25-0790 

〒380-0921 長野市大字栗田字西番場205-1 ☎（026）227-3131 

長野県創業支援センター 

岡谷センター 

松本センター 

www.gitc.pref.nagano.lg.jp/sougyou/index.html 

〒380-0928 長野市若里1-18-1                              ☎（026）268-1456 

〒394-0084 岡谷市長地片間町1-5-16             ☎（0266）24-3111 

〒399-0006 松本市野溝西1-7-7                ☎（0263）26-3378 

（公財）長野県産業振興機構 

www.nice-o.or.jp/ 

〒380-0928 長野市若里1-18-1 長野県工業技術総合センター3階 

企画連携部   ☎（026）227-5803   経営支援部        ☎（026）227-5028 

次世代産業部  ☎（026）217-1634   よろず支援拠点      ☎（026）227-5875 

グリーンイノベ                              マーケティング支援部   ☎（026）227-5013 

ーション推進部 ☎(026)217-1             消費財チーム           ☎（026）235-7246 

ITバレー推進部 ☎（026）217-1635   企業再生支援部      ☎（026）227-6235 

企画振興                                  事業承継・引継ぎ支援部 ☎（026）219-3825 

（一社）長野県発明協会 
www.n-hatsumei.jp/ 

〒380-0928 長野市若里1-18-1 

長野県工業技術総合センター3階 
☎（026）228-5559 

 

長野県信用保証協会 
www.nagano-cgc.or.jp/ 

〒380-0838 長野市南長野県町597-5 ☎（026）234-7271 

（一社）長野県経営者協会 
www.nea.or.jp/ 

〒380-0838 長野市南長野県町584 ☎（026）235-3522 

（一社）長野県情報サービス振興協会 
www.nisa.or.jp/ 

〒380-0936 長野市岡田町124－1 

（株）長水建設会館2階 
☎（026）225-1123 

長野県中小企業団体中央会 
www.alps.or.jp/ 

〒380-0936 長野市中御所岡田131-10 

長野県中小企業会館4階 
☎（026）228-1171 

長野県商工会連合会 
www.nagano-sci.or.jp/ 

〒380-0936 長野市中御所岡田131-10 

長野県中小企業会館1階 
☎（026）228-2131 

長野県工業会 
〒380-0928 長野市若里1-18-1 

長野県工業技術総合センター3階 
☎（026）227-5028 

（一社）長野県商工会議所連合会 
www.nagano-cci.or.jp/kenren/ 

〒380-0904 長野市七瀬中町276 

長野商工会議所ビル３階 
☎（026）226-6432 

日本政策金融公庫 松本支店 
（中小企業事業）www.jfc.go.jp/ 

〒390-0811 松本市中央1-4-20 

日本生命松本駅前ビル７階 
☎（0263）33-0300 

日本政策金融公庫 長野支店 
（国民生活事業）www.jfc.go.jp/ 

〒380-0816 長野市三輪田町1291 ☎（026）233-2141 

 

経済産業省 中小企業庁 
www.chusho.meti.go.jp/ 

〒100-8912 東京都干代田区霞が関1-3-1 ☎（03）3501-1511 

経済産業省 関東経済産業局 
www.kanto.meti.go.jp/ 

〒330-9715 埼玉県さいたま市中央区新都心1－1 

さいたま新都心合同庁合1号館 
☎（048）600-0213 

経済産業省 特許庁 
www.jpo.go.jp/index.html 

〒100-8915 東京都干代田区霞が関3-4-3 ☎（03）3581-1101 

経済産業省 資源エネルギー庁 
www.enecho.meti.go.jp/ 

〒100-8931 東京都干代田区霞が関1-3-1 ☎（03）3501-1511 

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構
www.nedo.go.jp/          （NEDO） 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310  

ミューザ川崎セントラルタワー （総合受付16階） 

（独）中小企業基盤整備機構 
www.smrj.go.jp/ 

〒105-8453 東京都港区虎ノ門3-5-1 

虎ノ門37森ビル 
☎（03）3433-8811 

（国研）科学技術振興機構（JST） 
www.jst.go.jp/ 

〒332-0012 埼玉県川口市本町4-1-8 川口センタービル ☎（048）226-5601 

 

関連機関一覧 

☎（026）217-1634 

産業政策課 

産業技術課 

経営・創業支援課 

 

産業立地・IT 振興課 

産業人材育成課 

営業局 

☎（044）520-5100 


